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第 1 章 はじめに 
・問題の所在と本研究の目的（学術的貢献）を述べ、本研究の構成を示す。  
第 3 章 産業クラスターの進化メカニズム 






第 6 章 政策提言 
 ・前章までの議論を受け、共進化を実現する方策を検討する。  
第 4 章 ソーシャル・キャピタルの視点から見た共進化メカニズムの実証分析 
（日本都市学会年報 vol.49（2016 年 5 月）掲載） 
・共進化メカニズムの中でも、特にソーシャル・キャピタルの果たす役割に着目し、実証分
析を行う。 
第 5 章 共進化メカニズムにおけるナレッジ・コミュニティの構築  
（日本都市学会年報 vol.48（2015 年 5 月）掲載） 
・ナレッジ・ネットワークからナレッジ・コミュニティへ至るプロセスの詳細な分析を行う。 
 ・ナレッジ・コミュニティの形成に必要な要素の分析を行う。 













第 2 章 クラスターに関する既往研究 
第 1 節 クラスターに関する既往研究の概観 







【表１：クラスターに関する既往研究の 2 分類】 

































































































であることが分かってきた（Martin and Sunley(2011)）。 
















































































































Staber and Sautter (2011)は、ドイツのクラスターを事例として、クラスターの進化に
伴うローカルレベルでの主体の進化の仕方、クラスターにおける主体の構成が異なること
が明確となるのは特にクラスターの発生及び変化の間であるという。  
































































（Koen Frenken, Elena Cefis and Erik Stam (2015)）。 
 例えば、クラスター進化の要因の一つとして、立地の意思決定に関する行動を集めるこ
とによる宣伝をあげるものがある（Appold (2005), Pria and Vicente (2006), Suire and 
Vicente (2009)）。さらには、クラスターの発展はローカル化した集合的行動（ localized 
collective action）に依存するとし、この「ローカル化した集合的行動」の例として、訓練
機関の設置（Boschma (1997)）、技術標準の発展（Vicente and Suire (2007) , Vicente et al. 
(2011)）、政治的支援と公的支援の流動化（Sine and Lee (2009)）、土地、労働力、インフ









































































































































 本章の構成は以下の通りである。まず、第 2 節において、先行研究に基づき、クラスタ
ーとクラスター内の企業間ネットワークの共進化に関するメカニズムを提示する。併せて、
このメカニズムの課題も指摘する。第 3 節では、この課題に対し、ソーシャル・キャピタ
ルと企業戦略の 2 つの視点から再検討を行い、第 4 節において、共進化メカニズムの発展
型を提示する。第 5 節では、発展型のメカニズムを実際の国のクラスター政策に適用し、
政策評価を行う。第 6 節で本章のまとめを行う。 
 

























ナレッジ・ネットワークの類型  実際のネットワーク 
類型 研究課題 関係性 ﾊﾟｰﾄﾅｰ 
Ⅰ  設定せず 一方向 不特定 ・セミナー等への参加 
Ⅱ  
 
設定 一方向 特 定 ・ライセンシング 
・データ解析   
・機器利用 
































1. 導入期 不安定 クラスターなし 
2. 成長期 中心と周辺への分化 クラスターの出現、形成 
3. 成熟期 ネットワークの固定化 クラスターの固定化 
4A. 衰退期  ネットワークの解体 クラスターの消滅 
4B. 新たなサイクルの開始  不安定化 クラスターなし 








































































図 1 は表 2 を基に、クラスターの段階に対応したネットワークの変化を示したものであ
り、成熟期①までがナレッジ・ネットワーク、成熟期②でナレッジ・コミュニティになる。  
 
 以上をクラスターと企業間ネットワークの共進化のメカニズムとしてまとめる（図 2）。 
(1) 企業間のナレッジ・ネットワークが現れた後クラスターが出現する。  








































形成 固定化 出現 
共進化 































































































取 引 コ ス
トの削減 



















































































ュニティ外の企業に比べて、メンバー間で PRA を強化し、競争優位性を高めていく。  
 
第 4 節 共進化メカニズムの発展 



































































出現 分化 固定化 
形成 固定化 出現 
























































「顔の見えるネットワーク」形成活動の結果、中堅・中小企業約 10,200 社（2005 年末約
6,100 社から約 67％増）、大学約 290 校（2005 年末約 250 校から約 16％増）がプロジェ
クトに参加する等広域的な産学官連携ネットワークが拡大したと評価した。新事業開始件


































































































を明確化する。第 3 節では、本章の実証分析の枠組を述べる。第 4 節で分析の事例として
取り上げる「神戸医療産業都市」に関し、事例として取り上げる理由、事例の概要を述べ、
第 5 節において実証分析を行う。最後に、第 6 節において分析から得られる政策的含意を
述べる。 
 






































第 3 節 実証分析の枠組 





















































るプロジェクトであり、1999 年の構想公表以降現在まで 17 年間で様々な政策が投入され
てきている。都市内の企業集積は著しく、1998 年から神戸市が中心となって積極的な企業











神戸市発表資料（2014 年 1 月）によれば、神戸医療産業都市構想の開始は、神戸市立中
央病院長であった井村裕夫を座長とする「神戸医療産業都市構想懇談会」が設置された
1998 年 10 月に遡る。1999 年 8 月には会員企業 260 社から構成される「神戸医療産業都市
構想研究会」が設立され、同年 12 月には構想の中核施設である、先端医療センターと理化
学研究所発生・再生科学総合研究センターの設立予算が措置された。1999 年 3 月に出され
た「神戸医療産業都市構想懇談会報告書」では、産業クラスターの形成を目指すことが謳















 アンケート調査は、2015 年 7 月～8 月にかけて実施し、276 社中 40 社から回答を得た（回


















項目 企業数（社） 割合（％） 
業
種  
医療関連 13 32.5 
 医療・バイオ 9 22.5 
医療機器 3 7.5 
再生医療 0 0 
ヘルスケア 1 2.5 
医療関連以外 26 65.0 
 研究開発支援 5 12.5 
情報・ソフトウェア等 5 12.5 
物流 0 0 
その他 16 40.0 
無回答 1 2.5 




100 万円以上 1000 万円未満 8 20.0 
1000 万円以上 5000 万円未満 9 22.5 
5000 万円以上 1 億円未満 9 22.5 
1 億円以上 10 億円未満 4 10.0 
10 億円以上 100 億円未満 5 12.5 
100 億円以上 2 5.0 
無回答 3 7.5 






















向上 増加 10 向上 増加 2 向上 増加 12
16 割合(%) 62.5 4 割合(%) 50.0 20 割合(%) 60.0
増加せず 6 増加せず 2 増加せず 8
割合 37.5 割合 50.0 割合 40.0
向上 増加 11 向上 増加 3 向上 増加 14
せず 割合(%) 78.6 せず 割合(%) 60.0 せず 割合(%) 73.7
14 増加せず 3 5 増加せず 2 19 増加せず 5
割合 21.4 割合 40.0 割合 26.3
向上 増加 19 向上 増加 5 向上 増加 24
26 割合(%) 73.1 7 割合(%) 71.4 33 割合(%) 72.7
増加せず 7 増加せず 2 増加せず 9
割合(%) 26.9 割合(%) 28.6 割合(%) 27.3
向上 増加 2 向上 増加 0 向上 増加 2
せず 割合(%) 50.0 せず 割合(%) 0 せず 割合(%) 33.3
4 増加せず 2 2 増加せず 2 6 増加せず 4
割合(%) 50.0 割合(%) 100.0 割合(%) 66.7
進んだ 増加 18 進んだ 増加 4 進んだ 増加 22
23 割合(%) 78.3 6 割合(%) 66.7 29 割合(%) 75.9
増加せず 5 増加せず 2 増加せず 7
割合(%) 21.7 割合(%) 33.3 割合(%) 24.1
増加 3 増加 1 増加 4
割合(%) 42.9 割合(%) 33.3 割合(%) 40.0
7 増加せず 4 3 増加せず 2 10 増加せず 6
割合(%) 57.1 割合(%) 66.7 割合(%) 60.0
進まず 進まず 進まず
類型Ⅲ 類型Ⅱ 類型Ⅱ＋Ⅲ
目標共有 連携頻度 目標共有 連携頻度 目標共有 連携頻度
類型Ⅲ 類型Ⅱ 類型Ⅱ＋Ⅲ
































進んでいない企業では、連携頻度の増加は、類型Ⅲで 42.9%、類型Ⅱで約 3 割（33.3%）、










している（表 8）。いずれの類型でも技術活用については、プラスに寄与していない。  
 
【表 3：類型Ⅲの係数】 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.6931 1.2247 0.566 0.571 
技術 -1.7457 1.2876 -1.356 0.175 
信頼 -0.3140 1.9530 -0.161 0.872 
目標 2.1447 1.4743 1.455 0.146 
 
【表 4：類型Ⅱの係数】 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 -20.57 17730.37 -0.001 0.999 
技術 -21.26 10236.63 -0.002 0.998 
信頼 62.39 27083.59 0.002 0.998 





 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 -6.141e-16 1.000e+00 0.000 1.0000 
技術 -1.957e+00 1.148e+00 -1.705 0.0882* 
信頼 1.523e+00 1.751e+00 0.870 0.3845 












増加 向上 10 増加 向上 2 増加 向上 12
21 割合(%) 47.6 5 割合(%) 40.0 26 割合(%) 46.2
向上せず 11 向上せず 3 向上せず 14
割合(%) 52.4 割合(%) 60.0 割合(%) 53.8
増加 向上 6 増加 向上 2 増加 向上 8
せず 割合(%) 75.0 せず 割合(%) 66.7 せず 割合(%) 72.7
8 向上せず 2 3 向上せず 1 11 向上せず 3






企業の 47.6%であり、類型Ⅱでは、連携頻度が増加した企業の 4 割（40.0%）である。
また、ネットワークの方向を問わない場合（類型ⅡとⅢの合計）は、連携頻度が増加
した企業の 46.2%である。このように、連携頻度の増加に伴ってパートナーの技術の












 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 1.0986 0.8165 1.346 0.178 
係数 -1.0986 0.9309 -1.180 0.238 
 
ⅱ）類型Ⅱ 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.6931 1.2247 0.566 0.571 
係数 -1.0986 1.5275 -0.719 0.472 
 
ⅲ）類型Ⅱ＋Ⅲ 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.9808 0.6770 1.449 0.147 











増加 向上 20 増加 向上 5 増加 向上 25
21 割合(%) 95.2 5 割合(%) 100.0 26 割合(%) 96.2
向上せず 1 向上せず 0 向上せず 1
割合(%) 4.8 割合(%) 0.0 割合(%) 3.8
増加 向上 6 増加 向上 2 増加 向上 8
せず 割合(%) 75.0 せず 割合(%) 66.7 せず 割合(%) 72.7
8 向上せず 2 3 向上せず 1 11 向上せず 3
















 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 1.9459 1.0690 1.820 0.0687* 




 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.6931 1.2247 0.566 0.571 
係数 19.8729 7929.2626 0.003 0.998 
 
ⅲ）類型Ⅱ＋Ⅲ 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 1.5041 0.7817 1.924 0.0544* 













増加 進んだ 19 増加 進んだ 4 増加 進んだ 23
21 割合(%) 90.5 5 割合(%) 80.0 26 割合(%) 88.5
進まず 2 進まず 1 進まず 3
割合(%) 9.5 割合(%) 20.0 割合(%) 11.5
増加 進んだ 4 増加 進んだ 2 増加 進んだ 4
8 割合(%) 50.0 3 割合(%) 66.7 11 割合(%) 36.4
進まず 4 進まず 1 進まず 7
















 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.5108 0.7303 0.699 0.484 
係数 1.2238 0.9620 1.272 0.203 
 
ⅱ）類型Ⅱ 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.6931 1.2247 0.566 0.571 
係数 0.6931 1.6583 0.418 0.676 
 
ⅲ）類型Ⅱ＋Ⅲ 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 0.5596 0.6268 0.893 0.372 





































うかを調査した。その結果が表 13 である。 
 
【表 13：ソーシャル・キャピタルの進展と研究開発以外の連携の増加】 





















割合(%) 50.0 割合(%) 0.0 割合(%) 40.0 
進展せず 6 進展せず 3 進展せず 9 














割合(%) 41.7 割合(%) 50.0 割合(%) 43.8 
進展せず 7 進展せず 2 進展せず 9 
割合(%) 58.3 割合(%) 50.0 割合(%) 56.3 
 





















割合(%) 52.4 割合(%) 33.3 割合(%) 48.1 
進展せず 10 進展せず 4 進展せず 14 













割合(%) 0.0 割合(%) 0.0 割合(%) 0.0 
進展せず 3 進展せず 1 進展せず 4 

























割合(%) 57.9 割合(%) 40.0 割合(%) 54.2 
進展せず 8 進展せず 3 進展せず 11 














割合(%) 0.0 割合(%) 0.0 割合(%) 0.0 
進展せず 5 進展せず 2 進展せず 7 


















も 54.2%と、他の 2 つの側面よりも割合は高くなっている。一方で、相手方との信頼が向
上していないという企業はすべて研究開発以外の連携の進展もないと言う。  
以上の結果を見ると、目標の共有化が進むことで研究開発以外の連携の進展に影響を与







 表 14～16 に回帰分析による予測式の係数を示した。類型Ⅲ、類型ⅡとⅢの合計では、技
術活用の可能性と目標共有の 2 つで連携増加にプラスに寄与している（表 14、16）。類型
Ⅱでは、信頼の向上、目標共有の向上の 2 つが連携増加にプラスに寄与している（表 15）
5)。  
【表 14：類型Ⅲの係数】 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 -18.5661 3765.8472 -0.005 0.996 
技術 0.4055 0.9399 0.431 0.666 
信頼 -0.2773 5311.9350 0.000 1.000 
目標 19.3542 3746.3380 0.005 0.996 
 
【表 15：類型Ⅱの係数】 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 -18.566 6522.639 -0.003 0.998 
技術 -1.386 1.732 -0.800 0.423 
信頼 1.386 9224.404 0.000 1.000 
目標 17.873 6522.639 0.003 0.998 
 
【表 16：類型ⅡとⅢを合わせた場合の係数】 
 推計値 標準誤差 Z 値  P 値  
切片 -18.56607 3261.31930 -0.006 0.995 
技術 0.04652 0.80649 0.058 0.954 
信頼 -0.03496 4612.05092 0.000 1.000 






































類型Ⅲ  類型Ⅱ  類型Ⅱ＋Ⅲ 
連携頻度（社） 従業員数（人） 連携頻度（社） 従業員数（人） 連携頻度（社） 従業員数（人） 
増加 12 17.0 増加 4 16.3 増加 12 17.0 




































3) 前掲注 2)と同じ。 
4) 前掲注 2)と同じ。 






  アンケート調査は、2015 年 7 月～8 月にかけて実施し、276 社中 40 社から回答を得た








項目 企業数（社） 割合（％） 
業
種  
医療関連 13 32.5 
 医療・バイオ 9 22.5 
医療機器 3 7.5 
再生医療 0 0 
ヘルスケア 1 2.5 
医療関連以外 26 65.0 
 研究開発支援 5 12.5 
情報・ソフトウェア等 5 12.5 
物流 0 0 
その他 16 40.0 
無回答 1 2.5 




100 万円以上 1000 万円未満 8 20.0 
1000 万円以上 5000 万円未満 9 22.5 
5000 万円以上 1 億円未満 9 22.5 
1 億円以上 10 億円未満 4 10.0 
10 億円以上 100 億円未満 5 12.5 
100 億円以上 2 5.0 
無回答 3 7.5 
合計 40 100.0 
 
（２）その他の属性 
  その他の属性の集計結果は以下の通りである。（小数点第 2 位四捨五入） 
項目 回答数 平均 標準偏差 最大値 最小値 
PI への進出後の年数（年） 39 5.5 3.7 14.2 0.08 
資本金（百万円） 37 1,741.6 4,612.5 22,400 1.0 
従業員数（人） 37 367.5 844.0 4,100 1.0 
 うちポーアイ拠点 35 33.4 33.4 150.0 0 
売上高（百万円） 29 48,370.1 144,047.7 700,000 0 




  質問項目ごとの回答の集計結果を示す。  
 
問２ 現在、PI 内の企業と行っている研究開発連携  
研究開発連携の種
類 


















a 共同研究 7 5 6 7 7 3 
b 技術相談 9 6 3 7 6 4 
c ミーティング 8 6 3 7 6 4 
d ライセンシング 1 1 0 1 1 1 
e 機器利用 6 3 3 4 3 0 
f データ解析 1 1 0 1 1 1 
g セミナー参加 17 9 6 12 7 2 
 
問３ 現在、PI 内の企業と行っている研究開発以外の連携  
 




















している 0 0 0 0 0 0 
受けている 1 1 1 1 1 1 
資金
支援 
している 2 1 1 1 1 1 
受けている 1 1 1 1 1 1 
材料
提供 
している 6 3 3 4 6 3 
受けている 4 3 2 3 4 2 
製造
依頼 
している 6 1 1 2 4 3 
受けている 3 2 0 2 3 2 
販売
依頼 
している 4 2 2 3 4 2 
受けている 2 2 0 0 1 0 
人的
派遣 
している 2 2 1 1 2 2 







  ○目的変数：連携の増加 
  ○説明変数：①パートナー技術の活用可能性向上 ②パートナーとの信頼関係向上  
        ③パートナーとの目標共有の向上  
項 目 表 3 表 4 表 5 
逸脱残差 最小値 2.2807 -0.90052 -2.2782 
中央値 0.3927 0.00005 0.3939 













AIC（赤池情報量規準） 36.859 11.819 46.629 
          
（２）研究開発連携の増加がソーシャル・キャピタルの強化に与える影響  
（表 7）  
  ○目的変数：技術活用可能性の向上  
  ○説明変数：連携の増加 
項 目 類型Ⅲ 類型Ⅱ 類型Ⅱ＋Ⅲ 
逸脱残差 最小値 -1.6651 -1.48230 -1.6120 
中央値 0.7585 -0.05513 0.7981 













AIC（赤池情報量規準） 40.723 14.549 51.508 
（表 9）  
 ○目的変数：信頼関係の向上  
 ○説明変数：連携の増加 
項 目 類型Ⅲ 類型Ⅱ 類型Ⅱ＋Ⅲ 
逸脱残差 最小値 -2.1460 -1.48230 -2.2475 
中央値 0.4590 0.00005 0.4084 













AIC（赤池情報量規準）  23.032 7.8191 28.37 
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（表 11）  
 ○目的変数：目標の共有化の向上  
 ○説明変数：連携の増加 
項 目 類型Ⅲ 類型Ⅱ 類型Ⅱ＋Ⅲ 
逸脱残差 最小値 -1.9479 -1.7941 -1.9145 
中央値 0.5701 0.6681 0.5905 













AIC（赤池情報量規準）  31.493 12.823 40.404 
 
（３）ソーシャル・キャピタルが研究開発以外の連携の増加に与える影響（表 14～16） 
  ○目的変数：研究開発以外の連携の増加  
  ○説明変数：①パートナー技術の活用可能性向上 ②パートナーとの信頼関係向上  
         ③パートナーとの目標共有の向上  
項 目 表 14 表 15 表 16 
逸脱残差 最小値 -1.5829 -1.48230 -1.4432 
中央値 0.8203 -0.00013 0.4665 





















































5 節において実証分析の結果をまとめる。  
 
第 2 節 クラスターと企業ネットワークの共進化のプロセス：段階的発展仮説 

















性の双方向性を持つものという 3 つの類型に分類することができる（表 1）。なお、表 1 で










ナレッジ・ネットワークの類型  実際のネットワーク 
類型 研究課題 関係性 ﾊﾟｰﾄﾅｰ 
Ⅰ  設定せず 一方向 不特定 ・セミナー等への参加 
Ⅱ  
 
設定 一方向 特 定 ・ライセンシング 
・データ解析   
・機器利用 











の A,B,C は個々の企業を例示したものであり、例えば、企業 A は類型Ⅰからスタートし、











         
共同研究 
技術相談・指導 
     定期的なミーティング 
 
     ライセンシング 
データ解析 
     機器利用 
          
     セミナー参加 
 
 

























































⑧ 資金の集まりやすさ 2.73 2.84
⑨ 人材確保のしやすさ 3.15 3.02
⑩ 社員の人材育成のしやすさ 3.08 2.86
⑪ 最新情報の入手しやすさ 3.36 3.31
⑫ 空港等の交通アクセス 3.29 3.36











たところ 2005 年と 2010 年の２回とも、「最新情報の入手しやすさ」（2005 年：2 位→2010
年：1 位）、「人脈や人的ネットワークのつくりやすさ」（2005 年：3 位→2010 年：2 位）、「ビ
ジネスパートナーの得やすさ」（2005 年：4 位→2010 年：5 位）が重要度の上位であり、更






18 社から 2016 年 1 月末時点では 313 社へと増加している。 
 一方で、帝国データバンク（2011）は、PI に進出した企業について、1999 年から 2010
年までの推移を追い、この間の進出企業数合計が 333 社であるのに対し、退出企業数が 125
社あることを明らかにしている。また、進出企業の立地期間は平均 2.98 年であるが、退出
企業に限ると 2.75 年である。 
 














都市内  都市外  
企業  大学等 県内  県外  外国  
企業  大学等 企業  大学等 企業  大学等 
都市内  都市内  173 108 0 0 3 8 20 33 1 0 
62.4 0 0 1.7 4.6 11.6 19.1 0.6 0 
都市外  76 46 0 0 2 0 11 17 0 0 
60.5 0 0 2.6 0 14.5 22.4 0 0 
都市外  都市内  20 16 0 0 0 0 0 4 0 0 
80.0 0 0 0 0 0 20.0 0 0 






















 アンケート調査は、2014 年 7 月に実施し、245 社中 58 社から回答を得た（回答率
23.6％）。質問内容は、以下の通りである。  
・ポートアイランド内の企業との研究開発での連携について  
 ①これまでどのような連携を行ってきたか。現在どのような連携を行っているか。  















業種 企業数（社） 割合（％）  資本金 企業数（社） 割合（％） 
医療関連 31 46.3 100 万円以上 1000 万円未満 6 10.3 
 
医療・バイオ 25.4 25.4 1000万円以上 5000万円未満 13 22.4 
医療機器 10.4 10.4 5000 万円以上 1 億円未満 5 8.6 
再生医療 6.0 6.0 1 億円以上 10 億円未満 3 5.2 
ヘルスケア 4.5 4.5  10 億円以上 100 億円未満 4 6.9 
医療関連以外 30 44.8  100 億円以上 7 12.1 
 
研究開発支援 11.9 11.9  無回答 20 34.5 
情報・ソフトウェア等  0.0 0.0  合計 58 100.0 
物流 0.0 0.0     
その他 32.8 32.8     
無回答 6 9.0     








ミーティング」「技術相談・指導」「共同研究」の 7 つを取り上げた。 
表 4 は、医療産業都市進出後に都市内企業とナレッジ・ネットワークを開始し、かつ、
現在も当該ネットワークを継続している企業のうち、同時に開始したネットワークの件
数と割合を整理したものである。35 社の企業が、都市進出後に延べ 82 のナレッジ・ネ
ットワークを開始しており、うち同時に開始したものが 72 ある。 
複数のナレッジ・ネットワークを持つ企業を取り出し、ネットワークごとに同時に開
始されているものの割合を表 4 の各行下段に示している。「共同研究」と「技術相談」
の欄を例にとると、この 2 つのネットワークを持つ企業は 7 社であり、87.5%がこの 2
つのネットワークを同時に開始していることを表している。  
最も少ない「ライセンシング」と「特定の相手方とのミーティング」でも 3 割以上が





 技術相談 ﾐｰﾃｨﾝｸ  ﾞ ﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞ ﾃﾞｰﾀ解析 機器利用 ｾﾐﾅｰ参加 
共同研究  7 2 3 1 2 6 
87.5 40.0 75.0 100.0 100.0 60.0 
技術相談   4 2 3 4 10 
 66.7 100.0 100.0 100.0 76.9 
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ   1 2 3 5 
  33.3 100.0 75.0 55.6 
ﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞ    1 1 3 
   100.0 100.0 75.0 
ﾃﾞｰﾀ解析      3 2 
    75.0 66.7 
機器利用       7 





















     ライセンシング契約 
データ解析 
     機器利用 

























































共同研究 5 12 3 6 
技術相談 15 11 3 4 
特定の相手とのミーティング 1 12 3 5 
ライセンシング 0 4 3 1 
データ解析 5 5 2 1 
機器利用 4 10 4 3 
セミナー参加 9 26 7 12 
※「実施時期」無回答の企業があるため、合計数は「現在実施している」の数字と一致しない。 
 






























「共同研究」、「セミナー等への参加」に比べ 19 ポイント以上高い。 
③「都市内に信頼できる企業がある」と回答した企業の割合についても、「ライセンシ
ング」（100％）、「特定の相手方とのミーティング」（92.9％）が、「共同研究」、「機器













社 ％ 社 ％ 
共同研究 9 64.3 11 78.6 
特定相手とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 12 85.7 13 92.9 
ライセンシング 5 83.3 6 100.0 
機器利用 9 90.0 8 80.0 
セミナー参加 18 62.1 23 79.3 























共同研究 11 78.6 
特定相手とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 8 57.1 
ライセンシング 5 83.3 
機器利用 6 60.0 
セミナー参加 19 65.5 
















ットワークに比べ 33 ポイント以上高い。  
  都市内企業とライセンシングを行う企業は、大学等と共同研究を実施している、或い
は特定の大学等とミーティングを行っていることが分かる。  


























社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％ 
共同研究 12 85.7 4 28.6 6 42.9 2 14.3 1 7.1 3 21.4 4 28.6 
特定相手とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 9 64.3 3 21.4 8 57.1 1 7.1 2 14.3 5 35.7 6 42.9 
ライセンシング 6 100.0 3 50.0 5 83.3 2 33.3 1 16.7 2 33.3 2 33.3 
機器利用 8 80.0 1 10.0 4 40.0 1 10.0 2 20.0 5 50.0 4 40.0 


















共同研究 10 71.4 
特定相手とのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ 8 57.1 
ライセンシング 5 83.3 
機器利用 5 50.0 
セミナー参加 15 51.7 









































  以上の点を踏まえた政策的含意は以下の (1)～(3)の通りである。 
(1) 継続性の高いナレッジ・ネットワーク（共同研究、特定の相手方とのミーティング、
ライセンシング、機器利用、セミナー等への参加）の構築を優先する。  


































新産業立地促進補助（立地後 3 年、賃料の 50%を補助（ただし１ヶ月の㎡あたり 1,500
円、年間 200 万円が上限）、兵庫県による雇用補助・エネルギー設備補助（新規地元雇
用者に 1 人につき 30 万円（限度額 3 億円）の補助、新エネルギーの導入に対し 1/2 の補
助（限度額 3 億円））や研究開発型企業向け設備投資補助（土地を除く投資額の 3%以内）
がある。また、税負担の軽減としては、神戸市によるものとして、固定資産税、都市計
画税、事業所税の軽減（9/10 を当初 5 年間軽減）、兵庫県によるものとして、不動産取
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得税の 1/2 軽減（限度額 2 億円）がある。  









  アンケート調査は、2014 年 7 月～8 月にかけて実施し、245 社中 58 社から回答を得た




    回答企業の業種と規模は第 4 節 2 に示した通りである。業種は、医療関連が医療
医療・バイオ、医療機器、ヘルスケアである。  
【表 1：アンケート調査結果（業種、規模）】  
項目 企業数（社） 割合（％） 
業
種 
医療関連 31 46.3 
 医療・バイオ 25.4 25.4 
医療機器 10.4 10.4 
再生医療 6.0 6.0 
ヘルスケア 4.5 4.5 
医療関連以外 30 44.8 
 研究開発支援 11.9 11.9 
情報・ソフトウェア等 0.0 0.0 
物流 0.0 0.0 
その他 32.8 32.8 
無回答 6 9.0 




100 万円以上 1000 万円未満 6 10.3 
1000 万円以上 5000 万円未満 13 22.4 
5000 万円以上 1 億円未満 5 8.6 
1 億円以上 10 億円未満 3 5.2 
10 億円以上 100 億円未満 4 6.9 
100 億円以上 7 12.1 
無回答 20 34.5 
合計 58 100.0 
 
（２）その他の属性 
















  質問項目ごとの回答の集計結果を示す。 
 
問２ PI 拠点内で実施している業務 
質問項目 回答数 
創薬シーズや医療機器の開発  19 
データ分析・解析 15 


















項目 回答数 平均 標準偏差 最大値 最小値 
ポーアイへの進出後の年数  55 5.9 6.0 34.6 0.25 
資本金（百万円） 39 5,538.0 13,878.4 64,500.0 0 
従業員数 39 4,851.6 16,458.7 95,000.0 1 
従業員数（ポーアイ拠点のみ） 41 27.1 44.6 191 1 
理工系学部、大学院を修了した従
業員 
56 8.6 12.3 60 0 
売上高（百万円） 26 137,098.3 325,225.4 1,500,000 30 
研究開発費（百万円） 16 9,198.3 22,653.5 70,000 0 
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問６ PI 立地企業の中で取引関係を結ぶ上で十分な信頼を持つ企業の有無  
質問項目 回答数 信頼を持っている企業の延べ数  
ある 44 116（1 社平均  2.6 社） 
ない 14  
 










   










これまで行ったことがある  18 4 9 




これまで行ったことがある  4 3 1 
現在行っている 6 3 3 
c 機器利用 
これまでに利用したことがある  15 5 4 
現在利用している 10 4 3 
d データ解析 
受託（委託）を行ったことがある 10 3 3 
受託（又は委託）を現在行っている 6 2 3 
e 技術相談 
これまでに行ったことがある  25 6 9 




これまで行ったことがある  13 3 5 




参加したことがある 37 8 17 
参加を現在行っている 29 6 11 
※ 実施時期について無回答の企業があるため、合計数は一致しない。  
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（２）  上記の(a)～(g)の連携のうち、頻度として最も多いもの  
研究開発連携の種類 回答数 
a 共同研究 9 
b ライセンシング契約 1 
c 機器利用 7 
d データ解析 6 
e 技術相談 11 
f 特定の相手方との定期的なミーティング 4 
g セミナー等への参加 11 
その他 1 
 
問９ ポートアイランド外の企業との研究開発連携  
質問項目 回答数 





問１０ 技術開発結果に対するスタンス  
質問項目 回答数 
特許出願 31 












































































































































































ある。神戸市が行った立地企業への調査（第 5 章表 2）でも、クラスターへの進出の理由


































向け VC の存在は重要である。そこで、新たな VC の設立よりも既存の VC を支援する方







































































































































































節で、第 4 節の分析に基づき、広域的都市間連携の今後の展望を述べる。 
 




















































































ネットワークが構成する地域を PUR（Polycentric Urban Region）という（図１）7)。 
 
【図１：都市間連携の形態の変化】 










出所：Docherty et al.（2004）453 頁を基に筆者作成  
 
３．都市間連携を促進する参画主体間の関係 

































































































【表１：都市間連携の 4 類型】 













































出所：Docherty et al（2004）450 頁を基に筆者作成  
 
４．関西広域連合の課題 
































滋賀県 498,380 29.4 0.0059 490,080 45.8 0.0093 495,430 49.7 0.0100 515,310 57.0 0.0111
京都府 887,841 78.1 0.0088 894,549 50.1 0.0056 900,637 90.5 0.0100 896,864 97.3 0.0108
大阪府 3,242,637 74.2 0.0023 3,019,200 59.6 0.0020 2,894,845 139.7 0.0048 3,071,276 146.1 0.0048
兵庫県 2,128,465 115.9 0.0054 2,015,981 52.1 0.0026 1,958,124 165.7 0.0085 1,950,162 260.7 0.0134
和歌山県 542,681 28.8 0.0053 574,755 46.5 0.0081 567,228 39.4 0.0070 568,137 41.1 0.0072
鳥取県 322,262 17.2 0.0053 330,228 27.9 0.0084 330,482 27.4 0.0083 337,959 29.3 0.0087
徳島県 455,888 24.4 0.0053 456,133 46.3 0.0101 462,075 120.0 0.0260 477,703 144.2 0.0302
大阪市 － － － － － － 1,669,953 41.0 0.0025 1,662,742 42.6 0.0026
堺市 － － － － － － 358,700 35.7 0.0099 379,696 36.0 0.0095
京都市 － － － － － － 736,553 38.4 0.0052 739,507 39.3 0.0053
神戸市 － － － － － － 707,054 37.8 0.0053 710,144 38.6 0.0054
計 8,078,154 368.0 0.0046 7,780,926 328.3 0.0042 11,081,081 785.2 0.0071 11,309,500 932.1 0.0082
当初予算と負担金の関係                                                                                                                                                       （単位：百万円、％）










研修もあり、連合全体、各分野、各府県と、見かけ上 3 重の重複が存在している。  
 
（２）ガバナンス面からの分析 




















































全体取りまとめ  委員への協議・調整  
構成府県企画担当課  連合本部事務局  各分野事務局  














連合本部事務局  各分野事務局  
予算査定  
予算案修正  




























2009 年 3 月以降の「出先機関改革に係る工程表」に基づく国の出先機関の地方への移管
の検討は、2009 年 9 月の民主党への政権交代後も、工程表の凍結はあったものの、地域主



























第 5 節 関西広域連合の事例に基づく新たな都市間連携モデル 



























































































































２つの産業クラスターの競争力が強化されている（Docherty et al.(2004)）。  








13) 関西広域連合における筆者自身の経験及び関係者との議論に基づいている。  
14) イノベーション特区は「総合特別区域法」による特区認定を受け、国から財政支援や
税制上の優遇措置等を受けながら、32 の事業に取り組んでいる。 
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